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特
集

　

登
別
市
の
市
税
徴
収
率
は
、
平
成　

年
14

度
で　

・
7 
㌫ 
で
あ
り
、
平
成　

年
度
で

86

13

は
、　

・
2 
㌫ 
で
全
道　

市
中　

位
と
な

86

34

31

っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
も
、
庁
内
に
収
納
対
策
本
部

を
設
置
し
、
徴
収
率
の
向
上
に
努
め
て
き

ま
し
た
が
、
よ
り
一
層
の
工
夫
や
努
力
が

求
め
ら
れ
る
と
と
も
に
、
税
負
担
の
公
平

と
い
う
観
点
か
ら
も
、
さ
ら
な
る
徴
収
率

の
向
上
に
向
け
た
取
り
組
み
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
期
限
内
納
付
の
向
上
を
図
り
、

督
促
状
の
作
成
・
発
送
な
ど
事
務
費
を
削

減
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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◎
市
税
徴
収
率
の
向
上

◎
使
用
料
、
手
数
料
な
ど

　

受
益
者
負
担
の
適
正
化

▲市民会館

　

施
設
の
使
用
料
や
減
額
・
免
除
の
規
定
、

下
水
道
使
用
料
な
ど
、
受
益
者
負
担
（
７

㌻ 
の 
※
８
）
の
見
直
し
が
必
要
で
す
。
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行
政
評
価
シ
ス
テ
ム
（
７ 
㌻ 
の
※
９
）

の
導
入
や
事
務
事
業
の
見
直
し
、
そ
れ
に

基
づ
く
ス
ク
ラ
ッ
プ
ア
ン
ド
ビ
ル
ド
を
徹

底
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

現
在
、
行
政
が
行
っ
て
い
る
事
務
事
業

な
ど
も
、
行
政
で
な
け
れ
ば
で
き
な
い
も

の
の
ほ
か
は
、
民
間
の
力
を
活
用
し
た
り
、

市
民
に
協
力
を
求
め
た
り
す
る
こ
と
の
検

討
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
い
わ
ゆ
る
『
ば
ら
ま
き
』
と
言

わ
れ
る
よ
う
な
事
業
は
、
廃
止
し
て
い
か

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
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◎
簡
素
で
効
率
の
良
い

　

市
役
所
組
織
・
機
構
の
編
成

　

ま
ち
づ
く
り
の
総
合
セ
ン
タ
ー
た
る
市

役
所
は
、
地
方
分
権
や
規
制
緩
和
、
高
度

情
報
化
、
国
際
化
、
少
子
高
齢
化
な
ど
、

今
後
想
定
さ
れ
る
行
政
需
要
の
動
向
を
的

確
に
把
握
し
、
『
横
断
組
織
機
能
の
強

化
』
『
行
政
情
報
化
の
推
進
』
な
ど
を
進

め
、
市
民
に
分
か
り
や
す
く
機
動
的
で
無

駄
の
な
い
組
織
の
編
成
に
努
め
ま
す
。

◎
少
数
精
鋭
を
基
本
と
し
た

　

職
員
体
制
の
構
築

　

『
中
期
財
政
見
通
し
』
で
は
、
平
成　
20

年
度
に
市
職
員　

人
の
体
制
を
も
と
に
試

510

算
し
て
い
ま
す
。
多
額
の
収
支
不
足
が
生

じ
る
見
通
し
を
踏
ま
え
、
職
員
数
の
削
減

を
前
倒
し
し
て
実
施
し
て
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
に
は
、
業
務
の
民
間
委
託
や

単
独
事
業
の
見
直
し
も
視
野
に
入
れ
て
い

か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

◎
給
与
制
度
の
適
正
化

　

登
別
市
の
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
（
７ 
㌻

 
の
※　

）
は
、
平
成　

年
度
で　

・
4
と

10

14

96

な
っ
て
い
ま
す
が
、
財
政
状
況
を
踏
ま
え

て
、
さ
ら
に
見
直
し
を
進
め
て
い
か
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

◎
事
務
経
費
・
管
理
経
費
の
徹
底
縮
減

　

各
年
度
の
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
、

『
ゼ
ロ
か
ら
の
見
直
し
』
を
徹
底
す
る
と

と
も
に
、
事
務
経
費
・
管
理
経
費
の
徹
底

縮
減
な
ど
コ
ス
ト
を
重
視
し
た
効
率
的
な

執
行
に
努
め
ま
す
。
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基
金
の
適
正
運
用
と
各
種
基
金
の
計
画

的
な
活
用
を
図
り
ま
す
。

　

廃
止
さ
れ
る
市
立
幼
稚
園
や
保
育
所
の

敷
地
な
ど
、
市
が
保
有
す
る
土
地
を
売
却

し
て
、
短
期
的
に
収
支
不
足
を
補
て
ん
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

以
上
の
よ
う
な
取
り
組
み
を
行
い
、
毎

年
度
、
５
億
円
程
度
の
歳
出
削
減
を
図
っ

て
い
く
と
と
も
に
、
『
三
位
一
体
の
改

革
』
を
柱
と
す
る
地
方
財
政
制
度
の
見
直

し
や
景
気
変
動
に
伴
う
国
・
地
方
財
政
の

動
向
を
見
な
が
ら
、
財
政
健
全
化
の
た
め

に
必
要
な
対
応
を
し
て
い
き
ま
す
。

【表７】市職員数の推移（見込みの数値を含む）

１４年度１３年度１２年度１１年度１０年度９年度８年度区　分

５５３人５６６人５７９人５８５人５８４人５８１人５８３人職員数

２０年度１９年度１８年度１７年度１６年度１５年度

５１０人５１８人５２６人５２９人５３３人５４８人

財政健全化に向けた基本的な取り組み
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